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田善次郎 ・藤田伝三郎 ・大倉喜八郎 ・浅野総一郎 ・古河市兵衛などが挙げられ
る。その他,揖西光速氏が,第 三類型=「指導者型政商」働 として挙げられて
いる渋沢栄一や五代友厚も広 くは第二の型に含めて考えてよいのではないか。








(3)小岩信竹f政 策用 語 としてのr殖 産興業』について」85頁。(r社会経 済史学』,37
巻,1971年所収)
(4)政商資本の概念をめ ぐる諸説を拙稿 「政商資本 と資本の蓄積基盤」(『明大商学論
叢』,第65巻第3・4・5号)のなかで整理 しておいたので参照 してほ しい。
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{5}揖西光速r政 商』筑摩書房,1963年,11～12頁。
⑥ 同書,13頁。










































1(,扮数1悲募藷1念募紮/合 計 1講當 「砂率
両 両 両 両 %
御為替方三組 3 179,000150,000329,000109,66611.5
御用達商人 57 396,500230,000626,50010,99122.0
言 焚 株 仲 間 1滉102,274 0 102,274 519 3.6
個 人 3,4501,055,1210. 1,055,121 305 36.9
町


















商 人 265110,645 0 110,645 417 3.9
(小 計) (2495597) (87.4)
農 民 1,084297,860 0 297,860 27410.4
個 人 23 4,530 500 5,030 218 0.2
口
其他 寺 社 4 17,000 0 17,000 4,250 0.6
口
府 県 2 39,904 0 39,90419,9521.4
人
合 、 計 5,654
25忌
2.474891380,5002,855,391 100.0
註)L「 会計官調達金元帳」原典。2・ 中井信彦 「商人地主の諸問題」238ペー ジ より引用。
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将来に期待 したのである。 中井信 彦氏の左記の第1表 「会計基立金応募者別集
計表」に よれば,総 計285万5,000両の会計基立 金応募額の うち,さ きの三都 の
旧御用商人 の占め る割合は74.3%で,これに堺 ・長浜 ・彦根 ・松阪な どの地方
都市 の商人分9.2%を加え ると都市商人の応募額が実 に83.5%を占めてい る。
これに対 して農村在住 の商人は3.9%,村役人を含む農民の応募額 が10.4%,
その他寺社な どが2.3%とな ってい る(3}。この三都商人や地方 都市商人の旧御為
替方 ・御用達商人 ・株仲間な どの会計基立金への動員は,旧 特権的御用 商人 か
ら政商資本 への転化 の道を新たに開 くことにな った といえる。
これ らの新 しい 日本型前期的資本 の動向が参与 由利公正 の第2の 建議案 「太
政官札」 の発行 とこれに ともな う 「商法司」お よび 「商法会所」の開設に よっ
て,新 たな局面をむかえ ることに なる。建議者 由利公 正は,か つて安政年間に
越前藩においてお こなわれ財政改革 で成功 をみ た資金創出の方法を踏 襲し,大
量の政府紙幣を商人資本 の信用 を媒介 として資金化 し,物 産の開発資金創出 と
政府財政 の確立 をはかろ うとしたのであ る。 政府は,1868(慶応4)年4月19
日 「太政官 札(金札)」発行を布告 し,由利財 政の経験を踏 まえて 「一時之権法」
として,全 国の石高3,000万両め発 行を計画 し,こ れ を列藩 の石高に応 じて1
万石につ き1万 両の割合で貸 し付け,こ れ を 「富国之基礎」をつ くる物産開発
に用 い させ,13年間に回収 しよ うとしたのであ る。 この明治政府 の最初 の政府
紙幣は,「御用 引換は一切無之候事」 を明示 した不換紙幣であ りω,そ の発行






じて,諸 藩お よび前期的資本 に産業
資金 として貸 し付けた。 いわゆる,
これが各藩へ石 高に応 じて1万 石に
第2表 太政官札の種類および発行額
'
種 司 金 額 1牌
両 分 朱 %
10両札 20,332,890o 0 42
5両札 5,969,6850 0 13
1両札 15,485,7980 0 32
1分札 5,161,2961 0 11
1朱札 1,050,3303 0 2




第3表 金 札 配 給 月 表















千両 千両 両 分朱
2,082,087.2.0
6 i,035,5001,500860 3,000 5 1,905,000
7 543,500 208,200 751,700




10 3801,896,200 1,390349,800 1004,116,000
11 1001,513,50075 350 688,500 2,727,000
12 4001,738,0001 7301,987,102.1.1 4,865,102.1.1
2.1 1501,023,50042 304,500 1,520,000
2 119 550,000 4,306,400 4,975,400
3 130 62,00012 1,609,114.1.3 L813,五14.1.3
4 160 80,000 3,773,000 3,963,000
5 (不明 ノ分) 3,540,000 3,540,000
6 50 4,000 1,700,000 L754,000
7 6,401,095.3.0 6,401,095.3.0
,計 輌 ・…9・7・・1 3glL5・・16,56029,870,80015123048,000,000
備考:1)沢田章 『明治財政の基礎的研究』120-21ページより引用。
2)山本弘文右端計欄を補充,「初期殖産政策の展開」11ページ。
つ き1万 両の割合 で貸 し付け る 「石 高貸」 であ り,京 摂地帯 の商人に商法会所
を通 じて貸 し付けた 「勧業貸」 であ る。 この貸 し付け方法は,か つて幕 藩体制
の もとで国産奨励政 策 として,産 業資金 として藩札 を貸 し付け て国産 を奨励 し,
藩がそれを物産会所 を通 じて独 占的に購買 し,こ れ を領外に販売 して正貨を獲
得す るとい う藩営商業 方式の明治版 である。
ここで,具 体的に この金札が どの藩主にい くら貸 し付け られ たかを,沢 田章
『明治財政の基 礎的研究』に依拠 しなが ら見 ることにす る。沢 田氏は金札4,800
万両の配給状態 を上記第3表 の よ うな月表に整理 された。
沢 田氏は表 中の うち 「殖産興業資金」 として貸 し付けされた金札は,石 高に
応 じて貸 し付け した列藩960万9,700両,諸藩預所13万9,000両,旗本最上駿河守
1,500両の合計1,133万4,200両と,諸 商売のために京 ・大阪商法会所 を通 じて
貸与 した金札,656万両の二 口総計1,789万4,200両であ り,他 の会計官出納 司
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2,987万800両,高山県銅買入5,000両,越前藩生糸買入23万両に貸 し付け され
た金札合計3,010万5,800両は。 「財 政窮乏,軍 事不賀」 の補墳に流用 され た額
であ る と説明され てい る{5}。この研究で も明らかな よ うに,多額の太政官札=金


























く悪 く,大阪両替商人の記憶書に よれ ば正貨100両に対 し,7月 が金札115両,
8月が125両,10月が149両と記録 され ている{6)。この国内流通 も困難であ る不
i換紙幣 ・太政官札は,関 税 自主権を確立 しえぬ外国貿易におい ては まった く無
力 であ り,大 阪 ・兵庫 ・横浜な どの開港場 では,太 政官札を入手 した外国商人
たちが正貨 との免換や太政官札での関税納入を求め る外交的問題に まで発 展 し
た。 このため政府は,1868(明治元)年6月,9月,10月 の3回 にわた り,太
政 官札の平価 流通や租税の金札での上納を厳 命す る布告を発 したが,そ の効果
は な く,か え って外国公使か ら改善を求め る強硬 な抗議を うけた。
このよ うな事情を背景に政府は,そ の通 貨政策 の転換をはか り,1868年12月
に太政官札の時価通用を公認 し,租 税そ の他上 納の交換率 を,正 貨100両につ
き金札120両とし,翌69年(明治2)年2月 には,太 政官札発 行責任者由利公正
を会計官 か ら退任 させ,さ らに3月 には商法 司を も廃止 した。 由利財政に よる
殖産興業政策 は金札貸付策に成果をあげるこ とがで きず,商 法 司政策 も株仲間
の再編におわ って新 しい流通機構を政府 が掌握す ることがで きず,三 井 ・小野











































品委託販売の斡 旋 と為替会社の資金融通の仲介な どの業務を行 な った。 「大 元
会社」の管轄範囲は,東 京が横浜 ・浦賀 ・新潟 ・石之巻 ・酒 田 ・清水 ・箱館,
西京が大津 ・伊勢 ・敦賀 ・伏見 ・三崎,大 阪が神戸 ・堺 ・下之関 ・長崎 ・西国
之地一 ケ所 とな ってい る②。 通商 司は会計官の管轄に属 し設 置時の会計官判事
として伊藤 俊介(博 文)・井上聞多(馨)・山口範造(尚 芳)・五代才助(友 厚)な
どが名 を連ねてお り,そ の主要 な権限は伊藤 ・井上 の両人に委任 されていた も
の とみ られ てい る(3)。かれ らは通商司設置 と同時に,三 井八郎右衛門に貿易商
社 を東京に設立す るよ う勧告 し,5月 に三井 八郎右衛門を総頭取 として 田中次
郎左衛 門 ・榎本六兵衛 ・奥三郎兵衛 ・松沢孫八 な ど府 内10名の商人を頭取 とし
て東京 貿易商社(通 商会社)を 設立 させたω。 この商社 は合資結社 として 出発 し
たが,こ れ に参加す る商人は少な く,通 商司の役人杉浦武三郎な どに よる商人
への説 諭 ・脅迫に よって強制加入 させ られ る有様で,難 産 の結果の創立 であ っ
た と東京商社始末方書類な どに記録 され てい る⑤。
為替会社 は,通 商会社への資金供給機関 として,1869(明治2)年6月 から
年末に かけ て,通 商会社 の設立 と同じよ うに政府の強 い勧奨を受け なが ら,三
都の特権的大商人を中心 に東京 ・西京 ・大阪 ・横浜 ・神戸 ・大津 ・新潟 ・敦賀
に設立 された。 東京為替会社は,総 頭取に三井八郎右衛門 ・同三郎助 ・同治郎
右衛門 ・同元之助 ・島 田八郎左衛 門 ・小野善助 ・田中治郎左衛門 ・小津清左衛
門 ・下村庄太郎 の八名が任命 され,身 元金37万両の うち,三 井組が15.7%,小
野組14.2%,島田組9.5%を出資 してい る。 大阪為替会社は総頭取に山中善右
衛 ・広岡久右衛門 ・長 田作兵衛 ・殿村平右衛 門 ・石崎喜兵衛 ・中原庄兵衛 ・三
井元之助(代 勤加藤清右衛門)・島 田八郎左衛 門(代勤高木源助)・小野善助(代 勤
武岡久七)の9名 が任命 され,身 元金19万7,800両の うち,三 井組が15.2%,小
野組10.1%,島田組10.1%を出資 してい る(6)。その業務は洋銀 ・古金銀の売買,
両替 ・預金 ・紙幣発行 ・貸出な どで,と くに発券 と商人 ・商社貸付業務を中心
におかれ ていた。 した がって,為 替会社 の設立後,貿 易会社 な どが この貸付業
務に対応す るために,株 式会社組織に変化 している。東京貿易会社では1869年


















































なけれぽならない。大隈は先述した大蔵 ・民部両省を統合して,勧業 ・貿易 ・
土木 ・交通 ・通信 ・鉱山司などの行政機能を集中し,さ らに1870(明治3)年
10月には大久保などとの政府官僚の対立のなかで 「工部省」を設置し,鉱山 ・
製鉄 ・鉄道 ・通信などの官営事業の育成 ・拡充政策を図った。政府直営事業=
官営工業政策(王有主義)は商人資本の動員した流通 ・財政政策とならんで明
治初期の殖産興業政策の特徴とい うことができる。
官営政策は,直接軍事工業をはじめ,鉱 山 ・鉄道 ・造船 ・製鉄などの重工業,
さらに郵便 ・通信 ・化学 ・繊維工業や農業 ・牧畜にいたるまで国家資本による
政府専有 ・官営事業としてすすめられた。
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最初の官営軍事工業政策 として政府 は,旧 幕府 お よび諸藩に設立 されていた
洋式軍事工場 ・造船所 な どを接収 して,こ れを官営の軍需 工場 とした。 その代
表的な もの として,1862(文久2)年 幕府 が創設 した 「関 口大砲製作所」 を1868
(明治元)年 官収 して 「東京砲兵工廠」 としたのを は じめ,1870(明治3)年 に
は幕府 の1861(文久元)年 創設 「長崎製鉄所」 を官収 し,そ の 機械を大阪城 内
に移 して 「大 阪砲兵工廠」 を設立 した。 また,水戸 藩の 「石川島造船所」(1853,
嘉永6年創設)や幕府 の 「横須賀製鉄所」(1865,慶応元年創設)を官収 して 「海軍
造兵廠」 や 「海軍工廠」 を設立 し,さ らに,軍 備の近代化 のために幕府 の購入
した機 械で板橋,目 黒な どに 「火薬製造所」を設立 した。 その他,幕 府 の 「長
崎 ・兵庫造船所」,佐賀藩の 「反射炉」,鹿児島藩の 「集成 館」 などがあ る。 こ
れ らの幕 藩兵器工場 を業務集 中す るため,1868年に政府 は 「兵器司」 を設 置 し,
1870(明治3)年 「工部省」が設置 され るまで政府直 営工業 として 「富国強兵」
政策の中枢 事業 として管理 され ていた。 軍事工業 の移管を うけた 「工部省」は
民部省の所管 であ った鉱山 ・製鉄 ・鉄道 ・灯明台 ・伝信機 の5部 門の事業を管
掌 として発足 した。大隈 ・伊藤 らを中心に 「百工勧奨 の ことを掌 る」 ことを 目
的に設置 された工部省は,軍 事関連産業 ・根幹産業 の創設 ・管理,い わ ゆ る
「富国強兵」を基 軸 とした殖産興業政策の遂行 の中枢 部署であ った。
軍事関連産業 の基礎 とな る鉱山は,ま ず旧幕 藩時代 の鉱 山の官収には じま り,
金 ・銀 ・銅鉱を中心にその鉱 山資源 の再調査 と開採 を会計官鉱山司の もとです
すめ られ た。政府は外国鉱山技師を雇 い,か れ らを生野 ・伊豆 ・佐渡な ど旧幕
府鉱山をは じめ全国 の諸鉱山に派遣 して金 ・銀 資源 の調査を させ,ま た,工 部
省設置後は,石 炭 ・鉄な どの探索 ・開採 も積極的にお こなわせた。 これ ら鉱 山
の開坑事業は現地住民の慣習的採堀権を排除 した鉱 山資源 の 「政府専有=王 有
主義」政策に よってすすめ られたω。 当時官収 された主要 な鉱 山は,生 野(兵庫
県,銀)・佐渡(新 潟県,金銀)・三池(福 岡県,石炭)・高島(長崎県,石炭)・阿仁
(秋田県,銅)・院内(秋 田県,銀)・釜石(岩 手県,鉄)・小坂(秋 田県,銀)・ 中小
坂(群 馬県,鉄)・小坂(秋 田県,銀)・大葛(秋 田県,金 ・銀 ・銅)・十輪 田(秋 田
県,銀 ・鉛)・幌 内(北海道,石炭)な どであ り,金 ・銀は 国内生産の60%以上,
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銅 と石炭 は10%を占めた。1872(明治5)年には 「鉱山心得 書」 を公布 して,す
べて の鉱物の政府所有,政 府 の独 占的開採権 ならびに各地 の私坑を政府 の請負
事業 とす ることを宜言 し,さ らに鉱山を外 国人 に譲渡す ることを禁 じた⑫。 そ
の うえ,1873(明治6)年 に 「日本坑法」 を施 行し,鉱 山 の 王有制 ・政府専有
制 を拡張 ・整備 した。 こ うした明治前期の政府 の鉱山経営は,輸 出用 の金 ・銅
・石炭を政府 が独 占的 に支配す るこ とと貨幣材料獲得 ・軍需生産の基礎 資材を
政府 の手 に確保す ることが中心 であ り,そ の経 営は囚人労働や蛸部屋な どの古
い労働慣行 を残 し,一一方 で外 国人技師を招いて近代的技術 の導入 を図るな ど,
日本的合理化政策を とった。 この鉱 山政策で注 目すべ き ことは住友の広瀬 宰平
が政府 の要請 で民部省鉱山司 ・工部省鉱山寮に出仕 し,フ ランス技師 コワニー
(FrancoisCoignet)と共に鉱山経営 の近 代化に務め,鉱 山官僚 との関係を深め,
政府 と住友 との太い基盤を築いた ことである⑬。
鉱山 とな らんで工部省 の重要 な事業は鉄道建設であ った。 明治政府は,1870
(明治3)年 イギ リス公使 パー クスの助言に よって官営に よる鉄道建設 を計 画し,
イギ リス東 洋銀行を通 じて海関税取 入 と鉄道収益を抵 当に した9分 利付外貨公
債100万ポン ドを募集 して建設資金に充当 し,新 橋 ・横浜間鉄道建設に着手 し
た。 これが1872(明治5)年 に完成 し,つ づいて1874(明治7)年 には大阪 ・神
戸 間が開通 し,貿 易の重要 開港場 と政治 ・経済 の中心都市が結合 し,つ づいて
大阪 ・京都 と開通 し,「東西両京の連結」の第一歩 が踏みだ された。 この工部省
の鉄道建設計画は開港場 と中心都市の結合 とい う内外市場開拓を意図 とした経
済 的 目的 と 「非常緩 急之 節戒厳 出兵 」 とい う軍事的 ・警察的 目的を もった 「新
政府権 力を確立す るための東西両京 の連結 とい う発想」⑭ に よって決定 された。
も う一つ の特徴は,大 阪 ・京都 間の鉄道建設資金に三井 ・島 田 ・小野な どの政
商資金が流用 されたが,そ れは建設 ・経 営を民間にゆだね ることではな く,京
都府の外債 に よらない建設 とい う主張 を認めた ものであ って,官 営主義が貫か
れてい るのである⑮。 東西両京の連 結=東 海道線全通は後述す る中期内務省殖
















































(1)「通商 司規定」 明治2年6月24日 「太政官令達」(r明治前期財政経 済史料集成』第
3巻,259頁。 『明治財政史』第12巻,327二331頁)。
② 「為替会社 ・通商会社内部分ケ割方之事」(r日本金融史資料』第二 巻,付 録参照)。






{8)山本弘文 「初期殖産政策 とその修正」16頁。(安藤良雄編r日 本経 済政策史論』上,
1973年東京大学出版会,所 収)。
(9}『明治前期財政経済史料集成』第13巻,363頁,396頁。
⑩ 回漕会社に関す る研究は,宮 本又次 「廻漕会社の興廃」(r魚澄先生古稀 記念論叢』
所収),652頁以下,お よび,加 藤幸三郎 「政商資本の形成」(『日本経済史大系』5,






⑮ 田中時彦r明 治維新の政局 と鉄道建設』1969年,吉川弘文館,177頁。
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0ftheBankofEngland)を模範 とした 中央銀行設立案 を建議 した。 さきの幣制
改革におけ る地金銀 の回収 ・新 旧貨幣交換のため の新貨幣為替方 ・三井家の任
命は この吉 田案に添 った もの といわれ てい る。井上はむ しろ この案に近 く三井
組銀行設立 を図 った。 しか し,伊 藤 のはげ しい反対 で設立は取消 され,政 府 は
国立銀行案の採用 を決定 し,つ いに1872(明治5)年11月国立銀行条 例 を 公布
した(3)。この条例 に よって設立 された 国立銀行はつ ぎの よ うな内容であ った。
(1)企業形態。5人 以上 の株主 で,株 式額面一株百 円,株 主 の権利は株数に
応じて平等で,頭 取,取 締役は株主 の選任に よる。
(2)発券方法。 資本金 の6割 は政府紙幣 で,そ れ で金札引換証書 を購入 して
大蔵省に預け入れ,こ れ と引換 に同額 の銀行券 を発 行 し,資 本金の4割 を正
貨で払込んで銀行券 の引換準備にあて る。銀行券は 日本 国中,正 金 と同じよ
うに通用が可能であるが,正 貨免換 の請求を拒絶す ることは できない。
(3)営業内容。為替 ・両替約定為替 ・荷為替 ・預 り金 ・引請貸借 ・抵 当貸 ・
貸借証書その他諸証券,お よび貨幣地金 の取 引を本務 とす る。ただ し1口 の
貸付金額は銀 行資本金の1割 を こえては ならない。 また銀行は商取引や生産
に従事す ることは許 されず,産 業会社 の株主 とな ることもで きない。
(4)資本金額。10万人以上の都 市では資本金50万円以上,10万人未満1万 人
以上 の地では資本金20万円以上,1万 人未満3,000人以上 の地 で は 資本金5
万 円 と定め られたω。
この国立銀行条例に よって設立 された銀行は三井 ・小野組 の共 同出資に よる
「第一国立銀行(東 京)」,横浜為替会社か ら転 じた 「第二 国立銀行(横 浜)」,新
潟 の大地主市 島家が 中心にな って設立 した 「第四国立銀行(新 潟)」,鹿児島 の
士族を設立主体 とした 「第五国立銀行(大 阪)」のわずか4行 にす ぎなか った 。
「第三 国立銀行」 は鴻池 を中心に出願 された が,株 主間の紛議 のた め 開業 され
ず に終わ った。
この井上 の国立銀行政策は 「政府発行紙幣 ノ消却方法 ト金融開通 トヲ兼 ネタ
ル」㈲ 銀行 として,第 一 に不換政府紙幣 の消却 を担 当させ る意 図を もって出発


















大蔵 省の税法改革構想は,内 国税改革 と海関税 改革 の二つの部面 からな って

























































































地鶴 璃 鐸 劃1L37あ63d噸5・731一1,864,305
地租改正 租 額11L81島1・31-1一
予 算 旧 租 副1乙 ・・⇒18q8971 757,014
序 算 新 租 釧1拠 …132q8971 1,347,765






































































































(8)田中豊喜 ・浅田毅衛 「日本資本主義の発展 と経済政策」(『経済政策講座』)2.1964




00同 上,・55頁6新租 と米相場の関係を,「続三井銀行史話」(貢 米荷為替始末)の な
か で,詳 し く説 明されているので参照 してほ しい。
(179)明 治前期殖産興業政策と政商資本1:1
⑩ 家禄問題 と井上財政破綻に関する詳細 な研究は丹羽邦 男 『明治維新の土地変革』
1962年,お茶 の水書房,164-8頁にあるので参照 してほ しい。
